
-1 一

国際司法裁判所による国連機関決定の司法審査

堀川小枝牢

Summary 

The aim of this study is to examine the problem of judicial review by the ICJ within the 

UN system from the point of view of its competence. The ICJ has a double function derived 

from its double character: that as an ind巴pendent international tribunal and that as a principal 

organ of the UN. As revived by the Lockerbie Case, the fundamental question of this issue is 

whether the ICJ cannot examine the legality of decisions taken by other principal UN organs 

even in the cases where its jurisdiction is properly established, that is, wheth巴r the exercise of 

its competence will be limited in consequence of a possible conflict between contradictory 

requirements of its double function. 

The controversy can be summarized as follows. On the one hand, those who affirm the 

possibility of judicial review consider the matter of legality of the decisions made by other 

organs as a normal question that the ICJ can tr巴at in the 巴xercise of its competence inherent 

in its character as a tribunal. On the other hand, the opponents insist, emphasizing the 

institutional equality between the ICJ and other organs, that the exercise of the inherent 

competence of the ICJ will be restricted by its character as a principal organ of the UN. They 

approve, therefore, of the judicial review only in cases of advisory procedure, in which the 

exercise of the inherent compet巴nce is considered to be justified within the UN system, by the 

presumed consent of the organ or the special role attributed to the ICJ to offer legal guidance 

to other UN organs. 

In this study, firstly, the rejection of two Belgian propositions at the San Francisco 

Conference, which aimed to 巴stablish a final procedure to s巴ttle disputes ov巴r the interpretation 

of the UN Charter by the ICJ, and two advisory opinions of the ICJ, Certain Expenses and 

Namibia, which were dir巴ctly connected with this controversy, are examined. 

Through the analysis, it is concluded that, while the ICJ cannot rest indifferent to the 

institutional framework of the UN to which it is integrated, the fact that leads to the denial of 

its competence to judge the legality of decisions of other organs in definitive and obligatory 

ways, examinations in the exercise of its competence inherent in its character as a tribunal is 

still guaranteed within the system, as long as it rests non-obligatory. The analysis over two 

advisory opinions shows that th巴 ICJ based its exercise of inherent competence neither on the 

consent, explicit or implicit, of the organ, nor on its own task as a principal UN organ, but on 

the necessity of V巴rifying the presumption of legality of the decisions on which its own 

r巴asoning was founded. 
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Additionally, even though the review by the ICJ is possible, it is not essentially a ”judicia l 

contro l”, since the ICJ exercises this competence only to satisfy the requir巴ment imposed by its 

own character as a judicial organ. 

第 1 章序論

第 1 節問題の概観

冷戦終結後の 90年代には、国際連合諸機関、中

でも安全保障理事会の活動範囲が拡大し、その形

態も多様化した。長く休眠状態にあった安保理の

活性化は、肯定的な評価を得た一万で、諸国家の

権利や国連内の他機関の管轄権との聞に緊張を生

じ、その権限の無制約な拡大には様々なレベルで

懸念が表明されている。

それに呼応して学界では、一般国際法および国

連憲章から、安保理権限への実体的な制約を引き

出す試み1や、その遵守を確保する手段の模索が盛

んである。後者においては、国際司法裁判所（以

下、 ICJ）に付託されたいわゆる「ロ ッカ ービー」

事件2を契機lこ、 ICJ による安保理決定の合法性確

保、就中 ICJ による司法審査の可能性、妥当性が

注目を集めている。

司法審査には、国際社会において少数派に属す

国家の権利を窓意的な侵害から保護する機能、ま

た、国際法解釈の国際機関間での相違を解消し、

客観的統一性を確保する機能などが期待される30

その反面、特に司法審査が加盟国の異議により行

われ得る場合、「国際の平和と安全の維持」 のた

めの国連諸機関の活動が間害される恐れが指摘さ

れ、諸機関の迅速かっ効果的な行動を確保するた

め、決定に対する司法判断は留保すべきだとの主

張4も根強い。安保理の機能不全の解消がむしろ課

題であった冷戦期に、司法審査が問題化しなかっ

た一因と言えよう。

その結果、国連機関決定を司法審査する ICJ の

権限とその性質については、未だ理解が確立され

たとは言い難い状況にあり、学説の対立が顕在化

したのが「ロッカ ー ビー」事件においてであった。

このため司法審査に関する近年の研究のほとんど

は、同事件の分析に集中する。しかし 、 もっぱら

同事件に依拠して司法審査を論じるのは、下記の

理由で有意義であると思われない。

第2節 「ロッカービー」事件の限界と
特殊性

英米両国は、 1988年に起きた航空機爆破事件の

容疑者の引渡しをリビアに求め、安保理はこの要

請の受諾をリビアに促す決議 7315 を採択した。そ
れに対しリビアは、一般国際法及びモントリオ ー

ル条約上、自国に引渡し義務はないと主張し 、 逆

に英米による同国の権利の侵害を ICJ に訴えた。

しかし仮保全措置審理中、安保理は憲章第 7章に

基づく措置と明言して、決議 731 の履行をリビア

に対し義務化する決議7486 を採択した。

学界では、 両決議の憲章その他国際法との適合

性7や、安保理が決議 748 で事実上ICJ の管轄権に

介入した点が問題となった8。しかし ICJ は、決議

748 の拘束性と憲章上の義務の優先9を指摘 して、

「現段階では」 決議 748 の 「法的効力を確定的に決

定することを求められていないものの」、リビア

の主張する権利は、決議採択前の状態に拘らず今

や保全されるに適当でない10 として、両決議の合

法性には触れないまま請求を棄却した110

これに対し、個別意見を付した複数の判事が、

慎重な態度ながらヘ合法性を審査しない理由を

仮保全措置段階での不必要性において本案での審

査の可能性を示唆し、さらに Bedjaoui 判事は、決

議が裁判所の司法機能遂行を妨げると推定される

場合、重大な憲章違反なので、この段階でも合法

性を考慮することが有り得ると述べた九

同事件先決的判決14 も司法審査の問題には触れ

ず、決議 748 の効果は「排他的に先決的な問題で

はない」として15本案に送った。しかし Schwebel、

Jennings両判事が反対意見の中で、 ICJ には一般

に国連機関の決定を司法審査する権限がなく、特

に安保理の第7章下の決定を覆すことは出来ない

旨の主張をしている】60

このように、個別意見で司法審査が盛んに論じ
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られた一方、多数意見はそれが本案でなされる可

能性も含め、全ての問題を本案に先送って来た。

そのため目下問題提起の域を出なしい7本件から、

ICJ の立場を引き出そうとする研究の結論は分裂

しへ説得力を欠く。

また、「ロッカ ー ビー」事件については、ふたつ

の特殊性を指摘せねばならなし、。

第一に、本件が訴訟事件であった点である。現

行制度下では、訴訟事件の当事者資格は国家に、

勧告的意見の要請資格は国際機構 ・ 機関に限定さ

れておりへ国家が直接国際機関を相手どって決

定の合法性を争う途はない。本件は、形式上は条

約解釈に関する国家間紛争であるものの、安保理

決議の合法性についての問題を内包し、その審査

を間接的に求める「擬似的国家間訴訟」であった

と言える。国家の訴えによる司法審査は、少数者

保護の観点から有効な一方、国連機関の活動を阻

害する恐れが大きく 、近年の研究はその制度上の

適切性や帰結に注目するものが多い。

第二に、安保理の憲章第 7章第 39条以下に基づ

く拘束的決定が問題となった点である。近年の研

究の多くが、安保理の特殊な責任を反映するこの

種の決議に対する司法審査を中心的に論じるが、

このため安保理の責任の本質や、国際法上の制約

の有無等、未決の様々な要因が介在することにな

り、問題を複雑化させている。しかし安保理の拘

束的決定は第7章に限定されず回、また総会も拘束

的決定をなし得ることは判例で肯定されている2\

つまり近年の研究には、特殊な形式や対象とい

う二次的な問題に偏重する傾向がある。しかし次

章で分析する ように、「ロッカービー」 事件では、

上記の新たな問題と連動して、 ICJ の国連機関の

決定一般に対する司法審査権限の基礎と性質とい

う、より根底的な問題についての見解の不一致も

表出したのだが、その点が軽視されている感が否

めなし、。

第 3節問題設定

そこで本稿では、国連機関決定を司法審査する

ICJ の権限の基礎と性質という基本的問題点につ

いて考察 し、 一定のパー スペクティブを提起する

ことを目指す。 このように範聞を設定することで、

司法審査を、国連システムにおける ICJ の位置付

けと他の主要機関との関係という問題と、より明

確に関連付けて考察することが出来る。

なお、近年の研究では、論者によって「司法審

査」という用語の内容にしばしばずれがある九

実際「司法審査」は、国連機関に対する ICJ の多

様な司法的コントロールの一形態阻に過ぎず、近

年の研究から考えられるコントロ ー ルの形態とし

ては、 （A) ICJ に提起された法的問題が、国連機

関決定の合／違法性を主題とする直接的司法審査、

(B）付託された法的問題に付随して、国連機関決

定の合法性が問題となる間接的司法審査、 CC）並

行的機能遂行（functional parallelism）剖による

間接的な違法性の示唆、（D）決定の解釈を通じて

のコントロール、が挙げられる。

(A）には、違法な決定の無効を効果として生じ

る場合と、違法性の宣言にとどまる場合とが考え

られるが、前者は、 ICJ の判決、勧告的意見がと

もに対世的拘束力を持たない現行法制下ではあり

得ない九後者については、国連専門機関の決定

の違法性を審査した例があるお。

CC）は、 ICJ が所与の事実につき、国連機関決

定とは無関係に独自の判断を下すことで、間接的

に並存する国連機関決定の違法性を示唆するもの

である。 ICJ は過去の判例で、 安保理と ICJ に同

一紛争が同時に付託できることを認めておりヘ

これは総会との関係にも同じく妥当すると考えら

れる。

一般に司法審査とは、司法機関が他機関の決定

を法に照らして審査し、合法／違法の判断を下す

ものと理解されるが、その点、 CC）は機関決定と

は無関係になされ、逆に（D）は決定の有効性を

前提として行われる。司法的コントロ ー ルの多様

性は、 ICJ －国連機関関係を実際的に捉える重要

な視点だが、今日現実に「ロッカービー」事件が提

起され、また安保理の活動レベルが維持されれば

今後も類似の事件が起こりうる以上、他と区別し

て「司法審査」を検討する意味は大きし、。よって

本稿では、 「司法審査」を上記（A）、 （B）に限定

する。
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第 2章 学説の整理と対立点の
抽出

第 1 節分析枠組の設定

ここでは、国連機関決定を司法審査する ICJ の

権限について、 主張されている積極的／消極的法

的根拠を、 諸学説から抽出 ・ 分類し、対立点を明

らかにする。それに先立ち、分析枠組を設定する

必要がある。

国際機関一般がなす決定の司法審査に関する初

期の研究28で、 ICJ の権限に言及があるものでは、

設立条約の解釈適用に関する紛争を ICJ に付託す

ることを加盟国に認めた国際機構が存在する事実

から、 一般的な審査権限が ICJ に内在しているこ

とが確かめられるとする目。そしてこの内在的司

法審査権の行使・帰結などの二次的観点からのみ、

裁判制度や国際機構設立条約上の制度を問題にす

る却。ここでは、司法機関に内在する司法審査

「権限」と、外在的な諸文書により規定される

「制度」のレベルが区別されている九

しかし、この ICJ に内在する司法審査権限と、

二次的な「制度」面で影響を及ぼす個別の国際機

構設立条約という区別は、 国連の枠組内では適用

できない。

連盟から少なく とも制度上独立していた PCIJ

に対し、 ICJ は憲章により、総会、安保理等と並

ぶ国連の 6つの「主要機関」のひとつ（第 7 条）

とされ、かっ国連の 「主要な司法機関」 （第四条〉

に位置付けられた担。つまり 憲章は他の国際機構

設立条約と異なり、 ICJ 自体の性質及び国連機関

との関係を決定する要素を有するので、 ICJ と国

連機関の関係は他の国際機関との関係とは並置出

来な い。しか し、この国連機関との関係の特殊性

は、国際機関一般の決定の司法審査を対象とした

過去の研究では、 十全に評価されていない目。

一方で、 ICJ は国連システム内に位置付けられ

た現在でも、同時に、憲章に先行する歴史と実績

を持つ PCIJ規程を踏襲した ICJ 規程を擁し 、 独

立の司法裁判所としての国際社会に対する責任を

引き継いでいる。

これは ICJ の 「二重機能J と言われ、前者を

「国連機能」、後者を「司法機能」として、それぞ

れに勧告的意見機能、 裁判機能を対応させる理解

がある 34。しかし「ロッカ ー ビー」事件では、「司法

機能」 の遂行において国連機関と ICJ の関係が問

題となり、また ICJ は、勧告的意見においても自

らが司法機関として行動する旨を強調しているヘ

国連機間との関係が問題となる場合に限 らず、紛

争の司法的解決が、 国連の目的である紛争の平和

的解決のーに数えられること担が、「司法機能」の

単純な遂行を制約したと考えられる判例もある九

ここからふたつの機能を、手続区分と関係なく

存在する ICJ の属性と して捉えるべきではないか

との示唆が得られるへそこで本稿では、国連の

枠組み内での ICJ の性質の区分として、独立の司

法裁判所としての「司法機関性」と、国連憲章に

規律される「国連主要機関性」に注目する 。 そし

て、 司法審査の「権限」自体をこの両側面に着目

して検討し、 両属性が ICJ に要求する役割の相克

の解消という視点から分析を試みる。

以下では、国連機関決定に対する ICJ の司法審

査権限について、提起されている積極的／消極的

法的根拠を、この枠組みに則して検討し、問題の

対立点を明らかにする。

第2節 「司法機関性」に内在する司法
審査権限の積極的法的根拠

古川は、 ICJ の司法審査権限の積極的根拠とし

て、 PCIJ判例で確認された司法機関の一般的性

質に言及している却が、それは以下の様に要約さ

れる。①紛争が他機関の専属的管轄に属する例外

的な場合以外、適切に提起された訴訟を扱う ICJ

の管轄権は制約されないへ②本案としては管轄

外の問題でも、係属中の事件に付随して問題となっ

た場合には原則として審理できる旨の、「本案の

裁判官は抗弁の裁判官J という訴訟法上の原則が

適用される九 ③裁判官には違法行為を適用しな

い義務がある九

司法審査を肯定する近年の学説も、このような

原則を根拠としている。 Brownlie は、「ロ ッカー

ビー」 事件の問題は「通常の法的基礎に基づく要

請J'3 が、 国連機関決定が司法審査から免除され
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る理由で排除さ れるのか という点であると し、

ICJ に は 「あらゆる状況下で許されねばならな い

ある種の法的活動」があると理解している九ま

た、 Suy、 Tomuschat は、国連機関決定の効果の

判断ないし適用を求められた場合、 ICJ はその合

法性を確認せねばならないと述べる九

PCIJ期に確認された上記諸原則は、 いずれも

国際機関、 就中国連機関との関係で述べられたも

のではないが、 何らかの理由で制約されない限り 、

国連機関決定を司法審査する ICJ の権限を予想さ

せる。これは、 ICJ による司法審査は、 独立の司

法機関としての ICJ の性質、すなわち「司法機関

性」に内在する権限によって可能であり、 管轄権

が確立し必要な場合であれば、 ICJ が職権として

行使できる、 また行使する義務のある機能と捉え

るものである。さらに肯定論は、「ある種の経費」、

「ナミビ、ァ」事件両勧告的意見を、この裁判所の一

般的性質に依拠して、 ICJ が司法審査に及んだ先

例と評価してい る九

第3節 国連の枠組み内での司法審査の
積極的／消極的根拠

1 積極的根拠

① 「国連の主要な司法機関」という位置付け

憲章第四条は、 ICJ が 「国連の主要な司法機関」

であり、「附属の規程に従って任務を行う」こと

を明示的に認める。積極論者は、第 92 条が ICJ の

司法機関たる性質と、規程に基つ、く 一定の独立性

を確保し、内在的権限が国連の枠組み内でも行使

される可能性を担保すると考える九

近年の議論にはさらにここから、 ICJ に「（国連．

筆者注〕システムの『審判人」（the system ’s 

”umpire”）」としての役割へつまり圏内法での

憲法裁判所に類似の役割を期待する主張もある九

しかしこれらは実定法や判例の実証的検討に基づ

かない、将来の発展への期待に留まっており 、 国

内法秩序からの安易な類推で合法性確保の役割を

ICJ に自動的に帰属させる論法への批判却に、 応、え

得るものではない。

② litispendenc巴の不適用

憲章は、総会と安保理が同一紛争について同時

に行動する事態を防ぐために、第 12 条第 l 項を備

えてい る にも拘 ら ず、 ICJ と 国連機関の聞には同

様の規定がな い。 いわゆる ICJ と国連機関聞の

litispendenc巴の欠如51である。 過去に は、 特に安

保理の優先を主張する議論52 もあっ たが、 ICJ は、

自らと安保理が同時に同一紛争を扱い得る こ とを

肯定して来た泊。 Bedj aoui は、 ICJ が司法機能遂

行に際し、 国連機関から し、かなる影響も受けない

ということは、 司法機関たる ICJ の機能に内在す

る要請であるのみならず、国連憲章の「論理的必

然、」であると述べ、 この点を司法審査の積極的根

拠に挙げる九

これは並行的機能遂行の根拠と はなり得るが、

並行的機能遂行は、 国連機関の決定の合法性自体

を問題とする司法審査と は通常区別される。 ICJ

国連機関聞の litispendence の欠如が意味するとこ

ろの両者の等位・独立は、「一方が他方を審査で

きるのかについては何も述べない品」。ただし、

ICJ が他機関の影響を受けず独立して判断をなし

得るというのは、司法審査の前提的条件であり 、

そのような限定に留意した上で積極的根拠に数え

る こ とは出来よう。

2 消極的根拠

①主要機関の憲章解釈における等位 ・ 独立

消極論者は、第ーに、憲章および ICJ 規程に、

司法審査権を認めた明示的規定がない事を指摘し、

その上で現状では、 主要機関の厳密な等位により

ICJ の司法審査は否定される と主張する 560 

上述のとおり、両者の等位 ・ 独立自体は、 司法

審査の可能性について何ら決定的なことを述べな

い。しかし、 消極論者は、 1945 年のサンフランシ

スコ会議で、 安保理勧告の ICJ による司法審査を

制度化しようとした修正案、および憲章の最終的

解釈権を ICJ に付与しようとした修正案が否定さ

れた事実訂を根拠lこ、憲章解釈において ICJ が優

越的地位になく 、 国連機関と ICJ の解釈が等価で

あることから、他機関が先に行った憲章解釈を尊

重 する ICJ の義務を引き出すのである話。

Schachter は、並行的機能遂行は肯定する一方で目、

ICJ の「通常の司法機能」は法の解釈 ・ 適用であ

り 、 これは「従属関係にない独立機関の決定を無

効にし得る司法的コ ントロ ールの行使」とは本質
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的に異なると主張する回。そして消極論者は、「あ

る種の経費」および「ナミビア」事件勧告的意見

で、かかる見解が ICJ により明示的に肯定された

と考えている610

このような理解の帰結として、国連主要機関の

等位 ・独立に基づく消極論は、司法審査の可能性

を勧告的意見に限定する目。

Schwebel は、国連機関には「あらゆる法的問

題について」勧告的意見を要請する権限があり、

「ICJ がその問題に答える権限、 およびその過程で、

安保理や総会の関連する決定について判断する権

限は争われないJ とする日。 Schachter は、「ロッ

カービー」事件では「安保理が ICJ の助言を求め

ていないJ ことから、「ナミビア」事件勧告的意見

は同事件の先例たり得ないと主張するヘこれは、

「ある穫の経費」、「ナミビア」両事件では、勧告

的意見であるが故に国連機関が司法審査に同意し

たと推定され、その理由で司法審査が可能だった

という理解と考えられるへまた Zoller は、国際

機構、特に国連機関に国際法上の助言を与え、機

能を支持するという勧告的意見の目的を強調して

し、る師。

このような消極的立場は、 ICJ の内在的権限を

否定はしない67が、その国連機関決定に対する行

使は、 ICJ と国連機関の厳密な等位 ・ 独立に関わ

るが故に、 ICJ が扱う通常の法的問題とは性質を

異に し、 憲章規定による授権や機関の明示的 ・ 黙

示的合意など、外在的要素を加えてのみ可能とな

ると考える。積極的立場は、 ICJ が他機関の決定

の合法性を判断するだけでは、両者の等位 ・ 独立

が侵されるとは考えないが、消極的立場は、国連

機関決定の排他性を強調し、それに対する合法性

の判断自体を優越的行為とみなす。このため消極

論においては、司法審査は、法的問題について助

言を求める国連機関の「権利」と、それに応えて

助言を与えることで国連機関の活動を支持すると

いう、 ICJ の「国連主要機関性」から引き出される

「義務」に基づいてのみ肯定されるのである。

②主要機関の機能の相違に基づく 独立

先述の「主要機関の憲章解釈における等位・独

立」に基づく消極論が、 ICJ と他の国連主要機関

の国連システム内での位置付けに優劣がないこと

を理由とするのに対し、もうひとつは、国連機関・

ICJ それぞれの機能が性質を異にすることを理由

とする。

Gill は、 ICJ が安保理の行動を制限し得な いこ

とを、「両機関の機能および評価基準の性質の相

違」で説明する曲。 Zoller は、判例で、 ICJ と安保

理の機能が「純粋に司法的な機能」と、「政治的

性質」の機能に l峻別され、そ の関係は「同時

(simultane）」かっ「補完的（complemantair巴）」

と されたことを指摘して、これは紛争解決に関す

る国連機関の政治的なプロセスを停止させる司法

審査と相容れないと主張する曲。

これは、並行的機能遂行は理論上司法審査と両

立し得ない、つまり性質を異にする ICJ と国連機

関の機能は、本来的に相互に直接には干渉し得な

いという理解であると考えられる。「主要機関の

憲章解釈における等位 ・ 独立」に基づく消極論で

は、国連機関決定が司法的判断の対象となり得る

性質のものであることは否定しないが、この消極

論はまさにその点を否定 している。

これは、憲章で明示的に「司法機関J とされて

いる ICJ とは異なり、明確なe性格付けのない国連

機関の決定を、いかなる e性格を持つものと捉える

かという大きな問題に直結する。確かに、他の国

連主要機関は一般に政治的決定をなす機関と理解

されるものの、近年殊に指摘されるように、しば

しば司法的決定に準ずる性格の決定を下してもい

る九これを一括して政治的決定と断じ得るか否

かは、未だ議論が分かれるところである。

また、機能の性質の相違を理由に司法審査が否

定されるならば、かかる相違は機関の意思の如何

に拘らず存在する以上、例え国連機関の明示的要

請があっても理論上は不可能と考えるべきだが、

少なくとも勧告的意見では司法審査の先例がある。

よってこの点は本論では扱わず、最後に発展的問

題として扱う こととしたい710

第 4節小括

このように、国連システム内における ICJ の司

法審査権限の法的基礎に関する最大の争点は、そ

れが ICJ の「司法機関性」に置かれ、かっ「国連

主要機関性」に鑑みても制約されないか、それと
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も「国連主要機関性」において制約を受けるが故に、

国連機関の自発的要請に応じるという「国連主要

機関性」上の正当化が必要とされるかという点で

あった。

本稿では上記対立点を念頭に置き、以下、サン

フランシスコ会議での議論、およびふたつの勧告

的意見を再検討して、国連機関決定を司法審査す

る ICJ の権限がいかに理解され、また国連機関と

の等位 ・ 独立がいかに確保され得るかを分析する。

第 3章 国連憲章起草過程の検討

1945 年の「国際機構に関する連合国会議

(United Nations Conference of International 

Organization）」、いわゆるサンフランシスコ会議

でのふたつのベルギー修正案の否定は、 国連の枠

組み内での ICJ の司法審査を否定する主要な根拠

とされている 720 ここでは便宜的に、ベルギーが、

現憲章第 6章に基づく安保理の勧告に対する司法

審査を制度化しようとした修正案を「ベルギー修

正案 l」、 憲章解釈に関わる紛争の ICJ への付託を

制度化しようとした修正案を「ベノレギー修正案 2」

として検討する。

第 1 節ベルギー修正案 1

第 III委員会（安全保障理事会）第二部会（平

和的解決）においてベルギー代表は、安保理の勧

告が自らの「本質的権利（essential rights） 」 を

侵害すると考える国家に、この問題について ICJ

に勧告的意見を要請することを許可し、 ICJ がか

かる権利が侵害され、ないし脅かされると認めた

場合、 安保理は問題を再考するか、もしくは総会

に付託するよう要求される、という内容の規定の

導入を提案した九ベルギ一代表はこの提案の趣

旨を、勧告の法的基礎の強化と説明している九

つまり、安保理が加盟国の本質的権利を違法に侵

害するか否かの判断を ICJ に委ね、かっ ICJ の否

定的意見に事実上拘束的な帰結を備えて、 司法審

査を制度化しようという試みであったと言える。

部会ではそれに対し、 6 カ 国の代表が反対意見

を表明した。積極的に同修正案の弊害を指摘する

意見としては、ソ連、ベラルーシ代表が、同修正

案が安保理の権威を弱め、 ICJ に従属させる結果

になると述べている 750 ま た英代表は、 ICJ が政治

的な問題の判断を迫られる可能性や、手続きによ

る安保理行動の遅滞を懸念し、南ア代表と同じく、

むしろ政治的なコ ン トローノレを主張 した760

より消極的な理由による反対意見としては、米

代表が、すでにダンパートン ・ オ ー クス提案が、

安保理による紛争処理や勧告が、機構の目的と原

則、国際法と正義の原則に従つてなされる 旨を規

定していることから、審査は不必要と主張してい

る。しかし間代表は、同時に、ダンパート ン ・ オー

クス提案が「いずれの国家に対しでも、何時でも、

適切に ICJ に提起されるすべての事項について

ICJ に訴えることを禁じるものとは解釈しない」

と述べている九仏代表は、機構内での責任の分

散を懸念したにとどまる九

これ らに対し、コロ ンビア代表は、 安保理への

信頼と ICJ への信頼の両立を主張し、また「司法

判断の可能な（justiciable〕紛争は通常 ICJ に付

託されるべき」 旨規定するダンパートン ・ オーク

ス提案に完全に合致するとして、同修正案に賛意

を示した九

結局ベルギーは、現憲章第 6章下での安保理の

「勧告」が「拘束的効果を持たないJ ことを改め

て確認した後に、修正案を取り下げた曲。

このような経緯から、 ICJ の権限拡大に対し、

特に現常任理事国の聞に懸念、があったことは窺え

る。問題は、このベルギー修正案 l の不採用か ら 、

「ICJ には安保理決議を司法審査する権限がない」

という結論が導き得るかという事だが、 ベルギー

修正案は採決で否決されたわけではなく、拘束的

効果を生じない「勧告」に対しては、司法審査に

よって国家の権利を保護する必要がないという理

由で取り下げられた と考えられる。

また、修正案に反対した米代表が、加盟国聞の

適切な法的紛争は、新機構の制度内での裁判によ

る処理が可能であり、修正案への反対は ICJ の紛

争解決権限を損なわない旨明言している。つまり

本修正案が意図した特段の位置付けがなくとも 、

ICJ には国連システム内において、「司法機関性」

に基づく行動の余地があるという認識が表明され

ていたと言える。このようなベルギー修正案 l の
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不採用が、 国連機関決定一般の合法性を判断する

ICJ の権限自体を否定するとみなすのは、説得的

ではない。

第2節ベルギー修正案2

ベルギーが第 II委員会（総会〉第二部会（政治

および安全保障機能）で提起した、「憲章はどの

ように、また機構のどの機関によって解釈される

べきか」という問題は、第 VI委員会（司法機関）

第二部会（法的諮問題）に付託され81、部会はこ

の問題の検討のため小委員会を設けた目。小委員

会の報告は、以下のとおりである。

「機構の諸機関の日常の活動において、各機

関が、憲章の各自の機能に適用される部分を解

釈することは不可避である。この過程は、自己

の機能と権限を定義する文書に基づいて活動す

るあらゆる機関の機能に内在する (inherent）。

憲章規定の正確な解釈について、機構の機関

聞に意見の相違がある場合、問題が生じること

は想像できる。よって、ふたつの機関が異なる

見解を持ち、表し、またそれに基づいて行動す

ることさえ想定される。一元的な形態の圏内政

府（unitary forms of national government) 

では、かかる問題の最終的決定は最高裁判所な

いし何らかの他の国家機関に帰属するだろう。

しかし、機構の性質とその作用（the nature of 

the Organization and its operation）は、憲

章内にそのような性質の条項を含めるのを促す

ものではないと思われる。 2加盟国が、憲章の

正確な解釈について争う場合は、他の条約と同

じく、両国には当然に、紛争を ICJ に付託する

自由がある。同様に、総会や安全保障理事会は、

適切な状況下で、 ICJ に憲章規定の解釈に関す

る勧告的意見を求めることができる。総会や安

全保障理事会が別の手段を望むならば、特別の

(ad hoc〕法律家委員会が、問題を検討し意見

を報告するために設置され得るし、合同評議会

(joint conferenc巴）に付託しでもよし、。要する

に、 機構の機関のメンバーは、適切な解釈を得

るために多様な手段に訴えることができる。憲、

章中に、可能な様々な手段を列挙しまた記述す

ることは、必要でも望ましくもないように思わ

れる。

当然に、機構のどの機関、法律家委員会によっ

てなされた解釈でも、一般に許容できない

(not generally acceptable）場合は、 拘束力を

もたないと解されるべきである。そのような状

況では、また将来への先例として有権的解釈の

確立が望まれるときは、その解釈を憲章の改正

により具体化する必要があろう。……田」

この報告白を受けて、 第 IV 委員会第二部会は、

機関聞の憲章解釈の不一致を解決する手続きを憲

章に規定すべきか検討した面。ここでベルギーが、

手続を ICJ への付託に統一するよう主張したもの

の、結局部会は「機関聞の憲章解釈に関する不一

致を、確立された手段として（as an established 

procedure) ICJ に付託するというベルギー修正

案を否決」し、小委員会報告を採択した田。

司法審査消極論者の多くが、その根拠として、

憲章解釈権の各機関への分散を認め、圏内法制度

からの類推を国連の構造上否定した同報告引用部

分の前半を挙げる一方で、後続部分はほとんど検

討しなし、。報告の後段で注目すべき点は、以下の

ようになる。

第ーに、各機関の憲章解釈の相違に基っ・く紛争

が、機関の実際の行動で発現することが予期され、

そのような状況での紛争解決が述べられている。

第二に、 憲章解釈をめぐる紛争は、他の条約同様、

ICJ の通常の権限によって処理でき、 ICJ は憲章

の「正確な解釈」ができるとされている。第三に、

解釈紛争の解決手段として、 ICJ を含む様々な司

法機関、中立的機関への付託が想定され、かっこ

れらの手段を憲章に列挙するのは「不必要」とさ

れている。即ち、憲章中に解釈紛争の解決手段を

明記した規定がないのは、かかる紛争の解決が予

定されていないからではなく 、手段が多様なため

であった。また、ここで司法的解決ないし中立的

第三者による解決が想定されている以上、各機関

の権限に関する憲章規定の解釈が当該機関に独占

され、 一度為されれば他機関による解釈を許容し

ないとは考えられなし、。それは第四に、諸機関の
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「一般に許容されないJ 解釈の拘束力が否定され

た点からも確認される九

小委員会報告が認める諸機関の一次的な憲章解

釈権は、確かに、憲章解釈における諸機関の等位

を決定付ける。しかし全体の文脈に即して理解す

れば、同報告は明らかにそれらの解釈の最終決定

性ないし排他性を否定している。小委員会報告か

ら導き出せる結論は、国連の枠組み内では、 ICJ

を含めたいずれの機関も憲章の 「最終的」 解釈権

を持たないということのみで、 解釈紛争が適切に

ICJ に付託された場合、 ICJ が判断する権限につ

いてはむしろ肯定していると考えられる。

では、本報告は、 解釈紛争の ICJ によ る解決に

際し、機関の合意を要件としていると言えるだろ

うか。本報告は、諸機関が ICJ に解釈を「求める

ことができる」と許容的な語を用いるが、同時に、

加盟国にも訴訟手続きを通じての解釈紛争の付託

を認めている。しかし、 国連機関決定の司法審査

と一般的な条約解釈の相違を唱える Schachter の

主張聞に鑑みれば、ここでも ICJ がなし得るのは

独立 した憲章解釈に限 られ、他機関の決定が基礎

をおく憲章解釈の当否を判断する権限までは引 き

出せないとも考えられる。機関の実際の行動によっ

て憲章解釈紛争が表出する状況を想定した本報告

の文脈上、ここで諸機関の決定が関係する紛争は

除外していると解すのは適当と思われないが、 そ

の点は明らかではない。

いずれにせよ、ベルギー修正案 2 の否決から言

えるのは、 国連シス テムには ICJ による司法審査

が「確立された手段として」は用意されず、 かっ

ICJ の憲章解釈の最終決定性が否定されたこ とに

留まる。

第3節小括

このように、ふたつのベルギー修正案が否定さ

れた過程で、 ICJ による国連機関決定の司法審査

の制度化、 及び憲章最終解釈権の付与が否定され

たのは明らかである。しかしいずれの場合でも同

時に、 かかる位置付けが、通常の手続で提起され

た法的問題について判断を下す、 ICJ の「司法機

関性」に基づく権限を排除しない旨が指摘されて

おり、ベルギー修正案 2 の否決においては、 これ

がむしろ積極的に肯定されていたといえる。以上

の分析から、 ふたつのベルギー修正案の否定のみ

を根拠に、「司法機関性」に基づき国連機関決定

の合法性を判断する ICJ の自律的な権限が、 国連

の枠組み内で否定されたと結論付けることはでき

なし、。

第 4章 ICJ による司法審査の

先例の検討

「ある種の経費」、 「ナミ ビア」両事件勧告的意見

は、国連機関の決定が関係する ICJ判例のうち 、

質問自体が国連機関の具体的な決定に言及 し、そ

の司法審査が中心的問題のーっとして、 多数意見

およびほとんどの個別意見で意識的に論じられた、

唯二つのケー スであるへそのため両ケースは、

近年の諸研究で参照されているものの、 ICJ の司

法審査権限に肯定的／否定的な立場双方が持論の

根拠に位置づけている。ここから、両意見の再検

討は不可欠といえる。なお、多数意見の分析にあ

た っては、 少数意見や、 意見全体の文脈の検討を

踏まえての包括的分析が必須であるので、そのよ

うな手法で行う。

第 1 節 「ある種の経費」事件勧告的意見

1 概要と問題点

本件閣の背景には、総会決議に基づき実施され

た 56年の国連緊急軍 (UNEF） 、及び安保理決議

に基づき 実施さ れた 60 年の コ ンゴ国連軍

(ONUC）に要した経費に関して、総会決議によっ

て各加盟国に割り当てられた分担金の支払い義務

を、フランス、ベルギー、ソ連、東欧諸国などが

否認 し、 国連の深刻な財政危機の一因となった事

実がある。この状況に鑑み、 総会は 61 年、 決議

1731 (XVI)91 を採択 し、 「（複数の安保理決議及

び総会決議により設置 ・実施された UNEF 、

ONUC両活動に関して）総会決議により承認され

た経費は、 国際連合憲章第 17 条 2 項の意味での

『この機構の経費』を構成するか田」 という問題に

つ いて、 ICJ に勧告的意見を求めた。

しかし 、 Basdevant判事が指摘する ように、こ

の質問は「『総会決議により承認された支出』の
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存在という所与の事実に基づく要素から始まって」

おり、 ICJ が「承認された支出」の存在を前提と

して検討を始めるべきか、支出の承認自体の適切

性から検討すべきかが確定できない問。

「承認された支出」を前提とすれば、 ICJ が判

断する法的問題の範囲は極めて限定され、意見は

言わば形式的なものとなる。本件での加盟国間の

根本的な紛争は PKO 自体の憲章適合性にこそあっ

た。にもかかわらず総会ではへ支出が「憲章諸

規定に従って決定されたか」という一節を質問に

挿入しようとしたフランス修正案95が否決されて

いる 96。この修正案も、支出を承認した決議（以

下、承認決議）の憲章適合性の判断を先行して求

めるに留まり、両活動を設置した決議（以下、基

本決議）の審査は求めない。このような事情から、

総会が司法審査に積極的であったとは言い難く、

実際手続き中には数国が、仏修正案の否決をもっ

て司法審査を禁じる総会の意思の表われと解し、

ICJ は特に基本決議の司法審査に及ぶべきでない

と主張した九

にもかかわらず、本件多数意見は事実上基本決

議の司法審査にまで及んだ。 ここから第ーに、

ICJ の司法審査権がし、かに根拠づけられたか、総

会の同意を基礎にしたといえるかが問題となる。

また、多数意見はサンフランシスコ会議でのベ

ノレギー修正案 2 の否決に言及 し、 ICJ が憲章の最

終解釈権を持たないことを確認した上で、司法審

査を行った。前章で検討した小委員会報告に基つ、

く憲章解釈権の分散は、本件および「ナミビア」

事件勧告的意見で諸判事に言及されているので、

これを以下便宜的に「サンフランシスコ定式

(San Francisco formula）」と呼ぶ曲。ここから

第二に、司法審査とサンフランシスコ定式に示さ

れる国連の構造の整合性が、いかに保持されると

考えられたかが問題となる。

2 第一の問題 ・ 司法審査権限の法的基礎

総会の質問の用語と仏修正案否決の事実を受け、

各意見では ICJ が諸決議の司法審査に及ぶべきか

否かが問題となった。

質問が諸決議の司法審査を許容する内容かとい

う点については、判断不可能とした Basdevant 判

事、特に言及のない Fitzmauric巴判事以外のすべ

ての意見が否定的に捉えているが、この質問の制

約により司法審査は出来ない、すべきでないとす

る立場と、制約と無関係に司法審査権限を肯定す

る立場に分かれる。

多数意見開は、仏修正案の主旨は承認決議の合

法性審査の要請にとどまると明言しており、明ら

かに総会の明示的要請は認めていなし、。その上で

同修正案の否決は、支出が「憲章に従って決定」

されたか否かを「裁判所がそのような考慮

(consideration）を適当とみなす場合にも、裁判

所の考慮から除外せよという指示を構成するもの

ではない。……総会が、裁判所をその司法機能

(judicial functions）の遂行上束縛し、ないしは

回害しようという意思であると想定しではならな

い（On ne doit pas supposer）。裁判所は、勧

告的意見を求めて提出された質問について意見を

まとめるに際し、利用しうる一切の関連資料を考

慮する完全な自由を持たねばならない四」と述べ

Tこ。

この点について、同意見と考えられる Morelli

判事は、以下のように説明する。即ち、 ICJ は質

問の範囲に拘束され、「意見主文で答えねばなら

ないのはその質問のみJ である一方、理由部分で、

「推論の過程で、提起された質問に答えるために

解決されねばならない問題が何かを決定するのは、

独占的に裁判所J であり、これには要請機関のい

かなる制約も許されないm。そして司法審査をす

るか否かを決定する ICJ の自由は、「裁判所が拘

束される法の支配と論理、提示された質問への回

答という、裁判所が追求する目的」に制約される

ものの、必要な場合ならば決議の審査はむしろ義

務であると述べる1問。

仏修正案否決の事実を含めて意見要請を解釈し、

総会の消極的姿勢に直接司法審査の不実施を基礎

付けた Spiropoulos、 Quintana判事らの立場l聞に

対し、 Morelli 判事らおよび多数意見がとったこ

の立場は、司法審査の権限を ICJ の「推論の過程

における自由」から引き出し、この権限が意見要

請と無関係に存在することを強調している。さら

に、多数意見が、司法機能の遂行を阻害する総会

の意思を「想定しではならない山」と 、 禁止の表
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現を用いたように、 ICJ の司法機能遂行上の自由

に、国連機関が告IJ約を課すことを強く否定してい

る。これは明らかに、本件意見要請の内容と成立

経緯から推察された総会の意図に対し、司法機能

の自律性を積極的に擁護 したものである。

なお本件では、諸決議の合法性が、支出が「機

構の経費」を構成するための必要条件かという点

も問題となったが、 Quintana 判事らは、 基本決

議の合法性を「機構の経費」の不可欠の構成要件

とみなして、司法審査をせずには質問に回答出来

ないと主張したへ決議の合法性を「機構の経費」

の構成要件とみなせば、司法審査は、質問への回

答を得るプロセスの一部分をなすことになり、こ

の場合、総会の質問自体に必然、的に内包されてい

る 、 即ち総会により黙示的に要請されていると考

えることが可能である。本件の質問主題と司法審

査の聞には、 こ のような近接性が指摘されており、

そこから国連機関の黙示的要請を引き出して、多

数意見は合意に司法審査を基礎付けていると解釈

する論者がある l曲。

Morelli判事らは、質問に答える上での厳密な

論理的必要性を司法審査実施の条件とし、基本決

議の合法性を 「機構の経費」の構成要件としない

立場から、本件での審査の必要性を否定したへ

それに対し多数意見は、要件性自体は認めながら

その充足を審査する必要は否定し、 にもかかわら

ず審査に及んでいるぺ

多数意見は、 活動の国連の目的との適合を「機

構の経費」 の構成要件と し問、支出が「機構の経

費」をなすかどうかの決定にあたっては、 「支出

を国際連合の目的との関連性により検討しなけれ

ばならないことを認め川J た。しかしその一方で、

機構が国連の目的達成に適切と主張する行動をと

れば、かかる行動は「機構の権限外（ultra vires) 

ではないと推定（presumption）され」、かっ憲

章上の機関問権限配分に適合するか否かには関係

なく、加盟国に対しては「機構の経費」の有効性

が推定し得るとしたJll0 そして、以上の推論が

「裁判所の意見の基礎として十分であろう 」 と述

べている川。すなわち結果的に、質問に回答する

ためには司法審査は必要ないという立場をとった

のである。

にもかかわらず、多数意見は続けて 「 しかし裁

判所は、提出されている他の議論を考慮に入れる

のが適当であると認める 113」と述べ、 意見後半で

は、両PKOが国連の目的と適合的か、また総会

の行為が憲章上の機関問権限配分に合致するかと

いう点についてまで検討に及んだ114a そして末尾

では、諸決議の目的適合性を「確認するために審

査する（巴xamine）旨指摘しておいた」が、審査

の上そのように認める ll3 と結んでいる。

このような構成は、問題の支出が「機構の経費」

を構成するかという質問に、有効性の推定に依拠

して回答し、かっ回答の 「法的基礎を補強する目

的1 16」で司法審査を行い、ここでも同ーの回答が

得られることを確認したものと考えられる 1～質

問に回答する際の厳密な論理的必要性を司法審査

実施の条件とした、 Morelli 判事らの見解に比し

て、 ただ回答を与えるだけではなく 、 その法的基

礎が強化されることを「適当」とみなして自発的

に司法審査を行った多数意見の姿勢は、極めて積

極的かっ能動的と評価される 1九

このように、司法審査が意見の提示に不可欠と

はみなさない多数意見では、総会の質問自体に司

法審査の要請が黙示的に内包されていると考える

理由はない。また先述のように、総会の意図に対

する司法機能の自律性を強調した点を考慮しでも、

多数意見が総会の黙示的要請を司法審査の理由と

したと考えるのは正しくないであろう。

以上の考察から、多数意見は、 質問への回答に

至る推論の過程で、 関連する諸問題を選択し答え

る ICJ の自由に基づき、司法審査に及んだと考え

るのが妥当である。司法審査は、国連機関の自発

的な要請に応じるという理由ではなく、自らの司

法機能の要求を満たすために行われた。換言すれ

ば、 ICJ は「国連主要機関性」に起因する理由で

はなく、自らの「司法機関性」 に自身の司法審査

権を基礎付けたと言える。

3 第二の問題 ・ 国連の構造との整合性

本件では、総会による憲章解釈の最終決定的性

格の有無が問題となった点で、 間接的にサンフラ

ンシスコ定式が問題となった。諸意見は、総会決

議の最終決定性を認めた Morelli 、 Spender 判事
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の立場、総会決議の有効／無効についての最終的

決定を各加盟国に委ねた Winiarski 判事の立場、

両者の中間に位置する Fitzmaurice、 Bustamante

判事ら及び多数意見の立場に分かれる。

Morelli、 Spender両判事は、基本決議の合法性

が「機構の経費」の構成要件をなさず、司法審査

が不必要である理由を、総会決議の加盟国に対す

る最終決定性におく。 Morelli 判事は、国連に機

関の行為を取り消す実際的な手続きがない以上、

国連機関の違法行為に「取り消し得る行為」の概

念、は適用し得ず、「絶対無効」である他ない119とし、

そのため無効の要件は厳格でなければならず、違

法性の大半は単なる「irregularityJ にとどまり、

有効性を損なわないとみなす必要があると主張し

た1目。 そして憲章は、「決議が依拠する理由に関係

なく、総会決議に最終決定性（finality）を与え

たと想定されねばならない12 1」と述べる。

両判事は司法機能の遂行上必要な場合の司法審

査を肯定しているが、この立場では、決定の有効

／無効が一般には合法性の観点から争い得ない以

上、 結果的に司法審査が有用となる余地はほとん

ど残らない。 合法性と有効性を切り離した両判事

の立場は、国連機関に無制約に近い行動権を与え

るといえ、批判が多 L 、問。

総会決議が最終決定性を有す、または逆に異議

を唱える国家は自由に有効性を否定できるという

両極の立場を否定した、 多数意見その他のとった

中間的立場は、決議の「有効性の推定J をもって

応じる。 これは Fitzmaurice判事の意見で詳しく

説明されるが、判事は、総会で適切に議論され、

採択された決議には、有効性について「少なくと

も強力な、一応の証明のある（prima facie）推

定」が働き、何らかの手段で反証されない限り

「原則として存在しつづけねばならない123」が、

「違法性が問題の外観か ら明白な場合や、理に適っ

た疑いが明らかに提起され得る場合にのみ、 一応

の証明のある推定は生じない山」と述べる。この

立場では、重大な違反の際有効性が推定されない

のみならず、その他の場合でも有効性は「推定」

されるにとどまり、合法性の観点から覆される可

有E性がある問。

その結果、中間的立場では、サンフランシスコ

定式と ICJ による司法審査の整合性が問題となる。

多数意見は、国連の構造とサンフランシスコ定

式に言及し、 a）国内法制度に存在する立法・統

治行為の「有効性を決定する（determining）特

定の手続き」に類似の手続きは国連にはなく、 b)

ICJ には憲章解釈の最終的権限（ultimate

authority）がなく、また c）「裁判所が今与える

意見は、勧告的意見である（強調原文）」、「それ

ゆえ」「少なくとも第一次的には」各機関が自身

の管轄権を決定する 126 と述べている。

ここでは推定を覆す権限が ICJ にあるか否かは

明言されないが、諸決議の有効性の推定が ICJ に

と っ て疑い得ないものな らば、本件で自 ら推定を

認めた諸決議に対し、 意見を与える義務の履行に

不可欠ではない司法審査を、副次的にでも行う こ

とは当然できなかったであろ う。つまり少なくと

も、 ICJ にこの推定を「確認する」権限はあると

みなしたと解されるべきである。

サンフランシスコ定式との整合性について、 多

数意見は上記 c）で、本件の意見が 「勧告的」 で

あることを強調している 1 27。 また a） では、 圏内

法制に類似の有効性を決定する（determining)

手続きの欠如に言及している。ここから多数意見

は、憲章の最終解釈権を、「勧告的」性質と対置

される、即ち「決定的」ないし「拘束的」性質の

解釈をなす権限と解しているとの示唆が得られる。

つまり多数意見は、 国連機関の決定の合法性につ

いて、自身の司法機能の遂行上、 「勧告的」判断
をなすことは、サンフランシスコ定式が提起する

国連機関と ICJ の関係に抵触しないという理解で

あると考えるのが適当であろう。

Fitzmaurice判事も、サンフランシスコ 定式は

義務的・拘束的な司法審査を否定するにとどま

り 128、少なくとも「一応の証明のある推定」の有

無を ICJ が勧告的性格の意見において認定するこ

とは認めていると考え られる。

異なる説明を試みるのは、 Bustamante 判事で

ある。判事は、「…最高の国際機構として、 （国連

の 筆者注）自律性は、その行為を審査し得るい

かなる上位の法廷にも従属 しない。 …しかしそれ

は、加盟国の苦情を処理する機関の機能を排除す

るものではない」として、その手段として勧告的
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意見を挙げている l目。

これは、 司法審査が、 機関の自発的要請に基づ

く理由で国連の構造と矛盾しないという理解で、

近年の消極論に通じる。しかしこのような主張を

前にして、多数意見が、 勧告的意見の機能とそれ

を求める国連機関の権利に関連付けた正当化をし

ていない点は、注目すべきであろう 。

第 2節 「ナミビア」事件勧告的意見

1 概要と問題点

ICJ による国連機関決定の司法審査は、 1971 年

「ナミビア」事件勧告的意見で、再び問題となった 1300

66 年、総会は、南アフリカの南西アフリカ（現ナ

ミビア〉に対する胞政上の義務の不履行を糾弾し、

南アの南西アフリカ委任状違反を理由として委任

統治を終了させる決議 2145 (XXI)131 を採択した。

しかし南アは統治を継続し、さ らに統合を図る な

どした。そ こで安保理は 70 年、総会決議 2145

(XXI) を再確認し、南アよるナミビア占拠の違

法性と、その後ナミ ビアに関して南アがとったす

べての行動が違法かっ無効で、ある旨を宣言し（第

2項）、各国にそれに応じた行動を要請する（第 5

項）決議 276132 を採択した。しかしなお南アが強

硬姿勢を固持したため、安保理は決議 284 1却 を採

択し、 ICJ に勧告的意見を求めた。

本件で司法審査が問題となった状況は、「ある

種の経費」事件と よく似ている。手続中にフラン

ス、南アが主張したように山、本件での加盟国間

の根本的紛争のひとつは、委任統治を法的に終了

させる権限が国連に、総会にあるか、また南アの

行動の違法性を認定する権限が安保埋にあるかと

いう点であった。しかし安保迎による質問は、

「安全保障理事会決議 276 ( 1970）にも拘らず、 南

アフリカがナミビアに継続して留まることの諸国

にと っての法的効果 (legal consequence）は何か」

という もので、安保理決議 276、およびその基礎

となる総会決議 2145 (XXI) が合法かっ有効であ

るとの前提に立っている。これは暗に ICJ の司法

審査を排すと考えられへ古lj件問機、 司法審査の

妥当性について議論を招いた。安保理で意見要請

決議が検討された際、 仏代表は、決議の合法性を

所与の前提とする要素を除去し、 ICJ の検討範囲

を拡大する意図で1お、「安保理決議 276 (1970）に

も拘らず」という部分の削除を提案したが、否決

されている問。手続中には、フランス ・ 南アがこ

の根本的問題に注意を促し、 司法審査を誘導する

主張をした一方で、他国は要請なしに他機関の決

議を司法審査する ICJ の権限を否定した1380 

前件同様本件でも、多数意見は決議の司法審査

に及んだが、自己の司法審査権の問題については

非常に短く 言及したに留まり、その解釈が重要な

問題となっている。 以下、「ある種の経費」 事件

と同様の問題点に着目 して、本意見を分析しよう。

2 第一の問題： 司法審査の法的根拠

多数意見四の概要は以下のとおりである。多数

意見は、総会決議の合法性に異議が提起されてい

ることに言及し、司法審査の是非を検討する。そ

こでこの問題に関して展開された諸々の主張を列

挙した凶後、わずかに以下のように述べて自己の

司法審査権を基礎付けている。

「確かに、裁判所は、関連する国際連合の機

関が行った決定に関して、司法審査ないし上訴

を扱う権限 （powers of judicial review or 

appeal）を有しなし、。総会決議 2145 (XXI) ま

たは安全保障理事会の関連決議の有効性ない し

憲章適合性という問題は、 勧告的意見要請の主

題をなさない。しかし自己の司法機能を遂行す

るにあたり、また裁判所に異議が提起されてい

る以上、裁判所は、推論の過程において、諸決

議から生じる法的効果を決定する前に、これら

の異議を考慮する（consider）ことにしよう i制。」

多数意見はこの後、 南アの委任統治を終了させ

た総会決議 2145 (XXI) の有効性を、違反による

条約関係の終了を規律する国際法の一般原則に基

礎付けて肯定し川、 次いで安保理決議 276 (1970）、

および関連する一連の安保理決議の有効性を、 憲

章第 24 条に基づく安保理の一般的権限に基礎付け

て肯定した1九そして、「以上の結論に達したので

」凶と前置きして、質問の主題の検討に入ってい

る。

司法審査権限の基礎に関して、多数意見の説明
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はあまりに短い。「自己の司法機能を遂行するに

あたり」、「推論の過程において」という用語は

「ある種の経費」事件を踏襲したと解されるもの

の、司法審査が質問の主題に対しどのような位置

付けで、いかなる理由でなされるのかについては

何も述べなし、。この点について、司法審査を肯定

した諸個別意見の立場を検討しよう。

司法審査権を肯定したのは、 多数意見の

Onyeama 、 Dillard、 Petren判事、および反対意

見の Fitzmaurice、 Gros 判事である。

肯定論は、「ある種の経費」 事件での積極的姿

勢に倣い、また本件における決議の合法性が要請

主題に対し先決的性格を有すことを理由としてい

る。 Fitzmaurice 判事以下諸判事は、本件の質問

が、諸決議によって委任統治は法的に終了し、南

アの居座り行為は違法であるという仮定に基つ‘い

ている点を指摘する同。そして、始めに諸決議の

合法性を検討し、仮定された法的状況を確認せず

には、 ICJ は決議の法的効果を決定し得ないとす

る。

Fitzmaurice判事は、「裁判所の地位と司法機能

にとって重要であり、その考察は不可欠」である

司法審査権について、多数意見は十分な考察を し

ていないと批判し1へ以下のように述べる。まず、

委任統治を終了させた総会決議が違法で、委任統

治が依然存在しているならば、本件の問題はそも

そも生じず、意見は現実の目的を欠いた純粋に仮

定的な問題となるが、「ICJ は勧告的意見でも、訴

訟ケ ー スと同様に（単なる法的諮問機関ではなく）

司法裁判所として機能しなくてはならない」川。

ICJ は勧告的意見の提示が不適切な らば要請を拒

否できる以上当然に、要請の基礎となる、「その

根拠が十分でない限り、尋ねられた質問の意味が

なくなる、またはただひとつの回答しか許容しな

いような推定」を先決的に審査せねばならない1480

肯定論に属す判事は一様に、司法裁判所たる

ICJ が、国連機関決定の法的効果を判断するに際

し、決議の合法性の仮定を前提とし得ないことを

理由 とする同。本件では、 Petren判事も指摘する

ように別、総会、安保理がある法的状態について

の認定をし、裁判所にその当否は問わず、効果の

保証だけを求めたと解しうる側面があ った。その

ため、 Onyeama判事が、決定の司法審査な しに

適切な判決や意見が出せない場合、 ICJ は「司法

機関たる役割を放棄せずには」審査を回避し得な

いと強く主張し 1 51、複数の判事が、 質問が司法審

査を明示的に禁ずる場合、意見付与拒否権を行使

してでも自 らの司法機能を擁護すべきだと述べ

た 152ように、司法審査を制限するような質問の形

式が ICJ の司法機能を侵すという危機感が、諸判

事に共有されていた。このような諸判事の立場は、

司法審査権は ICJ の「司法機関性」から生じ、国

連機関の意思によっては制約し得ないとした、

「ある種の経費」事件を踏襲するものであった。

では、本件での司法審査の位置付けから、「あ

る種の経費J事件多数意見の解釈で主張されるよ

うに、 司法審査が黙示的要請によって正当化され

た可能性を見出す余地はあるか。前事件では、司

法審査が質問の回答を得るプロセスと同ーとみな

し得たのに対し、本件における諸決議の合法性と、

「安保理決議にも拘らず南アがナミビアに居座る

ことの諸国に対する法的効果」の関係は、同ーで

はなく段階的であるぺ本件多数意見は、相当の

長さにわたって諸決議の司法審査を行い、合法性

を確認した上で、「以上の結論に達したので、裁

判所は次に・・・法的効果を取り扱う（Having

reached these conclusions, the Court will now 

address itself to the legal consequences ... .)1討」

として主題の検討に移っている。この構成は、明

らかに司法審査が先決的問題であったことを示す。

問題は、このような先決的な司法審査が、黙示

的に要請されたと考えられるかということである。

その論理的リンクは、「ある種の経費」事件に比べ

て弱L 、。 de Castro判事は、「ある種の経費」事件

での司法審査に対する積極的姿勢は、司法審査と

質問主題の一体性により肯定されると解し、それ

に対して本件では 「伺の論理的ルールも、 ICJ が

質問に答えるために（決議の：筆者注）合法性を

考慮するのを要求しない吋と主張する。

後述するが、本件少数意見では、国連諸機関と

ICJ の関係が、司法審査に直接関連付けて議論さ

れた。また、司法審査を肯定する少数意見が、質

問のインプリケーションが司法機能と鋭く対立す

ると解して、司法審査権限をもっぱら ICJ の司法
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機能擁護の必要に基礎付けたのは先述のとおりで

ある。これは、 質問と段階的関係にある司法審査

を、機関により黙示的に要請されたと解釈して正

当化するのが、極めて困難だったことを示唆する。

司法審査権限の基礎についての多数意見の寡黙

さは、 少数意見と対照的で、断定的な判断を回避

した観はある。しかしこのように、本件での司法

審査が諸機関の黙示的要請に基づいたと解し得る

積極的根拠は考えられない。よって、本件での司

法審査は、 「ある種の経費J事件での姿勢を踏襲し、

ICJ の「司法機関性」が要求する司法機能が、 国

連機関の決定が認定する法的状況の仮定を許容し

えな いこと理由としたと考えるべきであろう。

ICJ のとった立場ではないが、 「ある種の経費」

事件での、 質問への回答を得るプロセス自体と司

法審査の近接性は、 直接的司法審査の要請があっ

た状況になぞらえ得るが故に、機関の黙示的合意

を擬制しやすかった。しかし本件では、「質問自

体に回答を提示する前提と して、 先決的に何が確

認されねばならないかJ という場面においても、

司法機能の要請から、「有効性の推定」を確認す

る司法審査が行われ得ることを認めたと考えられ

る 1へこれは「ロ y カ ー ビー」事件のような擬似

的国家間訴訟で司法審査が問題となる状況に近く、

注目すべき点である。実際、 仮定的法的状況を確

認する必要を理由とする司法審査は、明らかに勧

告的意見に限定されなし、。 Fitzmaurice 判事は、

ICJ が勧告的意見においても「訴訟ケースと同様

に」司法裁判所として機能することが、 意見付与

の拒否権により擁護される と述べてい る l九

また、多数意見が司法機能の遂行と並べて異議

の存在を司法審査の理由に挙げた点については、

司法機能の自律的遂行のみに司法審査権を基礎付

けた「ある種の経費」事件からの後退とする理解も

ある曲が、 Petren判事は、異議の存在は司法審査

の必要性を強化するに過ぎないと理解している l珂。

実際、司法機能遂行に並置されたにとどまる意義

の存在に、 多数意見が全面的に依拠したと解すの

は極端であろう。

補足的考察にとどめるが、南アは、安保理の意

見要請決議 284 (1970）の成立に際しての手続き

的瑠庇を理由に、同決議を無効として、 ICJ の管

轄権を否定したi曲。 多数意見は これに答え、 適切

に採択された国連機関の決議には有効性が推定さ

れるべきであるとしながら、「この場合には、提

起された異議が裁判所の管轄権に関係しているこ

とか ら、 裁判所は、まずその審査を行うこと とす

る 161」として審査し、 有効性を肯定 した。この権

限に異を唱える判事はなかった。司法審査に関し

ては、決議の手続的な違法と実質的な違法を区別

して、前者に対する審査のみを肯定する主張があ

る 162。しかしこのような区別は判例には見られず、

本件での積極性も、 多数意見が述べたように、 異

議が「裁判所の管轄権に関係」 していたこと、即

ち 、 管轄権の決定という重要な司法機能行使に関

係するが故に、 異議なく行われたと解すべきであ
る l日

3 第二の問題 ． 国連の構造との整合性

本件では、複数の判事が、サ ンフランシスコ定

式が司法審査に及ぼす影響を検討 し、特に司法審

査権限を否定する議論が、 国連の枠組み内での国

連機関と ICJ の関係に依拠してなされた。

Nervo判事は、特別の要請なしに、 国連機関の

決定を司法審査する権限を想定すべきではなく 、

裁判所は質問の仮定を受容せねばならないと主張

する刷。 de Castro 判事は、 司法審査の問題は、

「各自の権限分野では主権的権限を有す」国連機

関と ICJ の「独立と主権」から、他機関の憲章解

釈を尊重する義務を ICJ に提起する「権限配分の

原則」と、 司法機関たる ICJ は憲章または法原則

に反する決議に共同出来ないという「legal-ness

の原則」 の相互作用で決定される陥と述べた上で、

ICJ が「上位機関（super-organ）ではない」 点

を強調し、国連機関が明示的ないし黙示的に、憲

章解釈や決議の合憲性について ICJ に意見を求め

る場合と、決議が明らかに違法な場合以外司法審

査を控えるべきだと主張するべ

これらは近年の否定論と同じ構造で、 国連機関

との特別の関係が、要請されない司法審査の禁止

というかたちで ICJ の司法機能行使を制約すると

い う理解である。

Dillard 判事は、司法機能の要請に基礎付けて

司法審査を肯定 しながら、「機関が勧告的意見を
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求めるのを適当と思う場合は、 ICJ が司法機能に

厳密に従って行動するのを尊重せねばならない即」

と述べ、加えて、安保理で司法審査を明確に禁じ

る見解が 5 カ国の同意しか得られなかった点を指

摘している国ことから、各機関の黙示的合意を補

足的根拠に挙げているといえる。

それに対し、肯定説の判事も ICJ と国連機関の

関係に言及 して肯定論を補強する。 Onyeama 判

事は、 ICJ は司法機能遂行に際し、他機関に対し

完全に独立で、 「政治的に許容できる」 判決や意

見を述べる義務も関心もないと 主張する lへ

Fitzmaurice判事は、本件で ICJ が安保理の仮定

を受容する義務がないことを、「ICJ は、 国連の 6

つの、 設立当初か らの主要な機関のーっ として、

し かも他機関に比べて低い地位にない ものと して、

そのいずれの指示に も拘束されなし、。司法裁判所

としての自身の任務をいかにみなし、解釈するか

についてはなおさらである 170」と述べて肯定する。

ここでは、諸機関の等位が、 ICJ が自らの司法

機能を擁護すべく 行動する基搬を提供し、司法審

査権はそのような ICJ の地位と責任の帰結と捉え

られている。

このような個別意見の対立を前にしながら、多

数意見は国連機関と ICJ の関係についてはわずか

に言及するのみである。しか し多数意見は、 ICJ

は「関連する国際連合の機関が行った決定に関 し

て、 司法審査ないし上訴を扱う権限」を持たない

と明確に述べた上で川、「しか しながら、 自己の司

法機能を遂行するにあたり 、 ・ ・・裁判所は、推

論の過程 において、 ・・・ 異議を考慮する

(consider） ことにしよう」と述べ、 実質的には決

議の合法性審査に及んだ。

過去の学説の対立を検討した際、肯定論、否定

論の双方が本件を持論の根拠に位置付けている旨

を指摘したが、それは一見矛盾する本件での「司

法審査ない し上訴を扱う権限」の否定と 、 実質的

な司法審査の実施172のうち、 選択的に一方のみを

取り上け．るような姿勢によっている。しか し、こ

れは単なる矛盾ではなく、多数意見が「司法審査

ないし上訴」という用語で示すものと、本件で行っ

た実質的な司法審査を区別し、 両者を整合的に理

解していると考えて検討せねばならな し、。本件に

おいて、 ICJ が実質的司法審査も含めた 「司法審

査ないし上訴を扱う権限J を有しないのであれば、

いかなる理由があろうとも実質的司法審査はなし

得ないからである。

ここではこの相違の説明を試みる論考を検討し

よう。「あ る種の経費」 事件を踏まえた本件の分

析の中で Thierry は、「司法審査ないし上訴を扱

う権限」を「決議の合法性を決定する （decider)

権限」、即ち無効を宣言 し法的効果を奪う権限と

解釈し、対して実質的司法審査権は「決議の合法

性について検討 し （examiner）、それにつ いて法

的意見を述べる」 権限と解す巾。 これは 「ある種

の経費」事件及び本件での用語の区別に一致する。

植木は、国連機関と ICJ の紛争解決機能の関係

について考察する中で、 本件多数意見の引用部分

に触れている。そして ICJ は「『司法審査』 とい

う『制度』」と、すべての司法機関が有する固有

の「司法機能」を区別したと解す山。本件に は言

及しないが、 Skubiszewski も 、 司法審査を「司

法的コントロールのメカニズム」と「法遵守を確

保する機能」に分け、前者は未確立だが、後者は

ICJ の本来的な機能である と述ベる 175

し か し司法審査という制度が国連システム内に

確立されているかという問題と、 ICJ がそ の権限

を有すかとい う問題は区別 しなければならない。

憲章の拘束的解釈をなす権限を否定した「ある種

の経費」 事件を考慮に入れれば、「司法審査ない

し上訴を扱う権限」の否定を、単なる国連システ

ムにおける司法審査制度の欠如の再確認とするの

は適当でない。

もうひとつは、旧ユー コ肝lj事裁判所の 「Tadic」

事件（管轄権）で、 上訴裁判部が示した本件の解

釈である。同裁判部は、 「司法審査な いし ヒ訴を

扱う権限」の否定を、裁判所規程等に規定された

「「第一次的（primary）』管轄権」としての司法

審査の否定と し、 実質的司法審査権は「『第一次

的』 管轄権を確認し、またその行使を可能にす る

ための『第二次的 （incidental)」｜管轄権」に基づ

くと解 したI布。後者は「「司法機能』自体の要請か

ら生 じる残余の権限（residual power）」または

「「内在的（inherent）』 管轄権」m と説明されてお

り、その点に疑問はないが、 この解釈は、 直接的
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司法審査と間接的司法審査を区別し、前者を否定

したものとも受け取れる。

確かに両事件で司法審査を肯定した諸判事は、

主題に対し付随的な間接的司法審査の文脈で司法

審査権を肯定したが、それは司法審査を排除する

質問の制約に対抗する理由があったためであり、

直接的司法審査権を否定したとまで言えるだろう

か。また「ある撞の経費」 事件では、質問 自体が

司法審査の問題に法的に再構成された側面もあり、

ここでは、直接的司法審査と間接的司法審査の相

違は純粋に付託形式の問題に過ぎなし、。またこの

解釈によれば、勧告的意見でも直接的司法審査は

なし得ないことになるが、サンフランシスコ会議

では、諸機関は勧告的意見を通じて憲章解釈紛争

の解決を求められる旨が述べられていた。

以上の理由から、付託の形式という点よりは、

むしろ拘束性、最終決定性の有無に注目すべきで

あるとの結論が妥当 と考えられる。

よって本件多数意見は「ある種の経費」 事件に

倣い、他機関決定の合法性について「最終的・拘

束的判断を下す権限」は、サンフランシスコ定式

に表された国連システムの構造から制約されるが、

他機関の決定の合法性を検討して非拘束的見解を

述べる権限は認めたと考えるべきであろう。

第3節小括

両勧告的意見の分析から、司法審査に関する

ICJ の見解は以下のようにまとめられる。

第ーに、 ICJ は二種類の 「司法審査」を想定し

ている。

ひとつは、国連機関の行為の合法性について、

拘束的・最終的決定をなす「司法審査」である。

「ある種の経費」事件で ICJ は、サンフランシスコ

定式に言及して、国連システムが、他機関の行為

の有効性を「決定する」国内制度に類似の手続き

を欠くことを指摘し、さらに自らの憲章解釈の

「最終的権限」を否定した。「ナミビア」事件では、

「司法審査ないし上訴を扱う権限」が ICJ にない

と述べた。つまりこのような性質の司法審査につ

いては、国連の枠組み内では制度的に不可能なだ

けでなく、権限自体が否定されることを認めて い

る。

もうひとつは、国連機関の行為の合法性につい

て、非拘束的意見を述べる「実質的司法審査」で

ある。上述のとおり、両意見で ICJ は実質的司法

審査に及んでおり、自らにその権限を認めている

ことは明白である。

第二に、後者はもっぱら自らの「司法機関性」

に内在する司法機能の要請に基礎を置いて ICJ に

より自律的に行使され、他機関の要請や合意を必

要としない。「ナミピア」事件の Dillard 判事は、

意見要請採択に際しての各国の投票行動から安保

理の黙示的合意の抽出を試みた川が、機関の合意

に関して両事件多数意見は、明示的合意がないこ

とを意見要請の文言から確認したに留まり、意見

要請採択に先立つ諸機関での国家の行動からは何

の示唆も引き出さなかった。

黙示的合意の有無は、質問の主題自体と機関決

定の合法性との密接な関連という点か らも類推さ

れ得、「ある種の経費」事件にはその余地があった

といえる。しかし「ナミビア」事件では、諸決議

の関係する問題について意見要請があった事実の

みから、先決的な司法審査に国連機関が黙示的に

合意したと解した判事はなく、 司法審査を肯定し

た判事は一様に、決定の合法性を仮定する質問は

むしろ司法機能と対立的で、 ICJ の「司法機関性」

の要請が、質問の範囲外の問題を扱うことを可能

にするとみなした。このような状況下で、多数意

見が、諸判事の見解に真っ向から反対し、黙示的

合意に全面的に依拠して司法審査を行ったと解す

のは説得的でない。

そして第三に、諸機関の権限と実質的司法審査

の抵触が回避しうる理由は、実質的司法審査の非

拘束性にあると考えられる。両ケースで ICJ は、

国連の構造が自身の内在的司法審査権に課す制約

を、他機関の決定の合法性に関して、拘束的・最

終的決定が為し得ないことに限定している。機関

の黙示的合意を引き出し、国連機関に対して果た

すべき ICJ の責任、すなわち「国連主要機関性」

に司法審査を基礎付けて、サンフランシスコ定式

との整合性を確保しようとの試みは、両ケースで

わずか二人の判事によってなされたのみであった。
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第 5章結論

第 1 節 ICJ による司法審査の権限と
性質

第 2章で抽出した学説の対立点は、司法審査が

ICJ の「司法機関性」に基づき、かっ「国連主要

機関性」においても制約を受けないか、それとも

制約されるが故に、「国連主要機関性J に基づく

正当化が必要とされるかというものであった。

第 3章では、国連設立過程で国連機関と ICJ の

関係がいかに規定されたかを検討し、第 4章では、

国連機関決定の司法審査を行う権限とその性質が、

判例において ICJ 自身によりし、かに理解されたか

を検討した。

その結果いずれにおいても、他機関の決定の合

法性を審査する際、サンフランシスコ定式に規定

された、国連機関と ICJ の関係に規律される ICJ

の「国連主要機関性」が、 ICJ の「司法機関性」

に基づく司法機能の自律的な行使に制約を課すこ

とは認められた。すなわち、 国連主要機関たる

ICJ は、他機関の決定の合法性について拘束的・

最終的な決定をなす権限を持たないという点にお

いてである。 これは、現行制度上 ICJ が国連機関

を拘束し得ないという事実とは、区別して主張さ

れてきており、適切な法的問題を裁断する ICJ の

司法機能自体を制約するものと考えられる。国連

システム内での諸機関の等位 ・独立が問題となる

司法審査が、通常の法的問題と性質を異にすると

い う司法審査消極論の主張は、 こ の限りで正し い

といえる。

しかしその一方で、 ICJ が司法的推論において

必要または適切とみなす場合に、他機関の決定の

合法性を検討し、非拘束的な見解を提示する権限

は、非拘束的であるが放に国連機関との等位を侵

さず、自らの「国連主要機関性J に反しないので、

ICJ の「司法機関性」か ら直接に引き出され、国

連機関の要請に応えるという「国連主要機関性」

上の正当化は必要ない との結論が導かれた。 この

限りでは、 司法審査は ICJ が通常の司法機能を遂

行する上で扱い得る問題といえ、司法審査積極論

の主張が妥当する。

第 2章では、司法審査積極論／消極論の双方が、

「あ る種の経費」「ナミビア」両勧告的意見を持論

の根拠に挙げている点を指摘したが、それは両意

見で同時に表明された上述のふたつの結論が、拘

束性 ・ 最終決定性の有無でそれぞれの対象となる

司法審査の内容を区別することで、 矛盾なく両立

していた点が看過され、 一方の結論に過度に注目

した結果といえる。

このように ICJ は、非拘束的・非最終的にな さ

れる限りで自身の「国連主要機関性」に反するこ

とな く 、「司法機関性」に基づいて、国連機関決

定の合法性を審査 しう ることが確認された。

冒頭で述べたように、 ICJ による国連機関決定

の司法審査が問題となった背景には、 国連機関、

なかでも安保理の権限の拡大に対する懸念、があり 、

司法審査には、決定の合法性を確保して国連機関

権限の無制約な拡大を抑制し、少数派の権利を保

護する機能が期待されている。

しかし ICJ は、このように国連機関を司法的に

統制する積極的役割が自らにあると解したと思わ

れる行動はとらず、司法機関たる自らが適切な司

法的推論を行う過程で、適当とみなされる法的問

題を考慮する自由にのみ司法審査を基礎付けた。

無論、その結果が国連機関の決定に対し事実上の

統制となることは期待でき、 ICJ に もかかる政策

的配慮があったと考えることは出来る 179が、この

点が ICJ の司法審査の積極的な目的とはされなかっ

た事実にも、国連システムにおける ICJ と 国連機

関の等位が反映しているといえよう。

第 2節残された課題と展望

ここでは、「ロ ッ カービー」事件が新たに司法

審査に関して提起した二次的諸問題に対し、本稿

で得られた結論か ら どのような示唆が得ら れるか

を検討して、残された課題を明らかにしたい。

1 訴訟ケースにおける国連機関の決定の司法審

査

本稿で分析した判例はいす、れも勧告的意見であっ

たが、 ICJ の国連機関に対する司法審査権限に関

する上記結論に従えば、訴訟ケー スで司法審査が
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行われる可能性は肯定される。訴訟判決でも拘束

的効力を持つのは主文のみである以上、 間接的司

法審査が要求されれば、拘束力を持たない理由部

分で、自身の「司法機関性」の要請に従って判断を

示すことには問題がないと考えられる。

訴訟ケースでの司法審査については、過去の訴

訟判例で ICJ が司法審査に消極的であったとして

否定的な論者もあるが、間接的に国連機関決定が

司法審査される可能性があったとされる訴訟例か

らは、そのような結論は導けない。

例えば、 消極的姿勢の例として頻繁に挙げられ

る「北部カメルーン」事件1剖では、カメルー ンには 、

同国が違法性を主張するイギリスの行為に影響を

受けて、その後になされた総会決議の有効性を暗

に問う意図があっ たとされるものの、カメルー ン

は同決議の合法性を問題とせず山、またこの決議

の有効性は主題に対し後決的な問題であったので、

推論の過程で決議の有効性を審査する必然性はな

かった。また ICJ は、本件でのカメルーンの要求

は司法審査ではなく、並行的機能遂行であったと

解 している 1由。

「ニカラグァ」 事件（管轄権）でも、 ICJ は要

請されたのは司法審査ではなく 、 並行的機能遂行

であったとみなしたl田。

「ロ ッ カ ー ビーJ 事件での対応は、第 l 章第 2

節で取り上げたとおりである。

「ジェノサイド条約の適用」 事件（仮保全措置

）山では、 ボスニア ・ ヘルツェゴビナが、提訴主

題に付随して、関連する安保理決議を同国の一般

国際法上の権利を侵すように解釈すべきでないこ

とを確認するよう要請した。 これは形式上は解釈

の要請で、 合法性を問題にしたとは言えない国。

ICJ は、条約に基づく菅轄権が、ここで保護を求

められた権利に及ばない理由で、問題を扱わなかっ

た1師。

「ある種の経費」、「ナ ミ ビア 」 事件に状況が最

も近かったのは「ロッカービー」事件だが、 本件

では ICJ は、決議の合法性を審査せず、 決議から

生じた法的状態を少なくとも仮保全措置段階では

認めたといえる。しかし本件は憲章第 7章下の安

保理決議という特殊要因が作用しており、司法審

査に関する ICJ の基本的姿勢が転換したと結論づ

けるのは性急であろう。また、すべての問題が本

案に先送りにされているのは先述のとおりである。

このように少なくとも現時点では、訴訟ケ ー ス

の判例において、 本稿で得られた ICJ の司法審査

権についての基本的な理解が妥当しない理由はな

しかし訴訟判決が当事国に対して拘束力を持つ

以上、仮に訴訟で直接的司法審査が求め られれば、

その結果は少なくとも当事国間では拘束的となる。

この時司法審査が「国連主要機関性」に鑑み禁 じ

られるか否かは、本稿で得られた結論にいう「最

終性 ・ 拘束性」 の内容如何の問題となる。

この場合ひとつには、 これを当事国間限りの対

抗力の問題として、 最終的決定と はみなさない立

場が考えられる。サンフランシスコ会議での小委

員会報告で、加盟国間の憲章解釈紛争は訴訟で解

決され得るとしている点からも、肯定される立場

である。もうひとつには、 現行制度では ICJ の判

断が国連機関を拘束しえないことは明白な上で、

最終的 ・ 拘束的判断の「権限」を否定したことを

強調し、この場合の司法審査はなし得ないとみな

す立場も考えられる。これは、 現段階では断じる

ことの出来ない問題として残される。

2 司法審査の対象となる国連機関決定の性質の

影響

本稿では、司法審査と並行的機能遂行を、国連

機関決議自体を対象とするか否かという観点から

区別して扱った。 ICJ の通常の機能とされる並行

的機能遂行と、機関聞の権限配分が問題となる司

法審査を機能の面から区別する主張があるのは先

に述べたが、司法審査が司法機能遂行の必要に基

づき、非拘束的になされる事で諸機関の等位 ・ 独

立に反しないならば、両者は機能の観点からは区

別されない。その一方で、 司法審査に否定的な論

者の中には、国連機関と ICJ の決定が性質を異に

する点に立脚する並行的機能遂行が、 司法審査と

理論的に両立し得ないと主張するものがあった18\

両者の関係はし、かなるものと考えられるだろうか。

問題は、並行的機能遂行論が、 国連機関は「政

治的」機能を果たすとの前提に立っていることで

ある。しかし国連機関は純粋に政治的な機能の他
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に、しばしば司法的決定に準ずる性格の決定をな

すi曲。「ナミビア」事件で Fitzmaurice判事は、総

会 ・ 安保理が司法的決定をなしたことを批判して、

厳密な「機能の配分」を主張した閣が、多数意見

はそのような立場をとらなかった。

Gaulland-Debbas は、並行的機能遂行論が、

ICJ による第三者裁判と憲章第 6章下での安保理

による政治的、非強制的な紛争処理の区別を中心

に形成されたとし i曲、第 7 章に基づく安保理の行

動が準司法的性質を強める以上、ここでは ICJ と

安保理の関係は別種の紛争処理方法とは言えず、

「国家責任の法的枠組みにおける選択可能なふた

つのプロセス」と言うべきであり山、両者を相異

なる機能とみなしでも無意味だと批判する 1九 つ

まり、国連機関が拘束的な準司法的決定で一定の

法的状態を作り出す場合、並行的機能遂行は対処

し得ないと考えられるのである。

先述のとおり、並行的機能遂行を厳密に考えれ

ば、国連機関の決定は性質上司法判断を許容せず、

司法審査の余地はなし、。しかし本稿で扱ったふた

つの勧告的意見は、少なくとも国連機関の決定に

司法判断の対象となる部分があることが、 ICJ に

より肯定された例と言える。

つまり、並行的機能遂行と司法審査の相違は、

並存するまたは対象となる国連機関決定の性質如

何の問題になると考えられる。かかる視点からは、

憲章第7章の集団安全保障が、そもそも並行的機

能遂行も含めた司法的紛争解決の余地を想定して

いるのかという疑問が提示されている 193。 しかし

逆に、国連機関、特に安保理の決定を、その性質

と責任から政治的裁量が許容される部分と、そ の

枠組みとなる法に規律される部分に区分して、政

治的裁量と法の支配を調和的に共存させようとの

試み酬もある。つまり、並行的機能遂行論の単純

な全面的適用を排し、 国連機関の決定が実際は様々

な機能の混在であることを認識した上で、 ICJ の

機能との抵触をいか解決するかという視点が、 今

日必要とされているのである。

従って、今後このような抵触が現実の問題とし

て ICJ に付託されることが増加すれば、並行的機

能遂行を基本としてきた国連機関と ICJ の関係に、

何らかの修正が施されることが予想される。その

場合には、国連機関決定のうち司法判断の対象と

なる範囲を明確化した上で、非拘束的な司法審査

を活用することが、国際の平和と安全の維持を 目

的として行われる国連機関の活動 と、 ICJ の司法

機関としての機能双方の擁護、さらに司法審査に

付随する積極的機能としての、少数派保護や国際

法解釈の統ーとい った観点から、有益であると筆

者は考える。かかる視点が有用視されていること

を念頭に置きつつ、今後の判例の発展に注目 して

し、き fこし、。
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10 !CJ Rep. 1992, pp. 126-7. 
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”Judging the Security Council ,” 90 AJIL (1996), pp. 1-39. 

12 この段階で安保理決議の有効性の推定を否定し、 ICJ は憲章違反の安保理決議を無効としうると主張したのは、

リビア指名の El-Kosheri 特任判事のみであった。 ！CJ Rep. 1992, pp. 207 10. 
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国 Ibid.
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constitutifs des organisations internαtionales (1967); 0. Audeoud ,” La Cour international巴 de Justice et le 
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32 PCIJ－連盟関係と ICJ 国連関係、および憲章第四条の分析については、下記を参照。 L Gross , ” The 
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るような不必要な行動は慎むべきである」と述べて、ニカラグアが請求した賠償決定を行わなかった。 ICJ Rep. 

1986, p. 143. 

測機能と手続の一対一対応への疑問を提起するものとして、下記。 E Valencia Ospina ,” The Role of the 

International Court of Justice in Fifty Years of the United Nations ,'’ 8 H，α.gue Yearbook of International 

Lαw (1995), p. 3：，内ケ崎善英「国際司法裁判所と安全保障理事会の権限配分」『中央大学法学新報』第 96 巻第 7 ・

8号、 1990 年、 163-8 頁。

凋 古川、前掲、脚注 28、 483-5、 488-9 頁。以下の原則と同旨の指摘は Wengler報告［Wengler, supra note 29.] 

にもある。 なお、日本における ICJ と国連機関の関係についての研究は並行的機能遂行の問題に集中し、司法審査

に関しては、古川を除き、「ある穫の経費」、 「ナミビア」両事件で、司法機能遂行の理由で審査が行われた点が、

補足的に指摘されるにとどま っている。 Eg 森川幸一「国際連合の強制措置と法の支配 安全保障理事会の裁量
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www . icj-cij . org）。 CR 97 /21, Remarks by I. Blownlie, pars. 4-5. 
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